[image: image1.emf]　改正前　：　5,000万円　＋　（　1,000万円　×　法定相続人数　）

　改正後　：　3,000万円　＋　(　600万円　×　法定相続人数　)
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平成27年1月より相続税の大改正が施行され、今までは全体の4％ほどであった相続税の課税対象者は6～8％程度に上昇すると予想されています。改正のポイントは課税対象者の拡大による「富の再分配機能強化」と「高齢者から若年層への資産移転の促進」です。
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　1
　　　　　　　【改正前】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【改正後】

	1,000万円以下の金額
	10％
	
	1,000万円以下の金額
	10％

	3,000万円　　〃
	15％
	
	3,000万円　　〃
	15％

	5,000万円　　〃
	20％
	
	5,000万円　　〃
	20％

	１億円　　　 〃
	30％
	
	１億円　　　 〃
	30％

	３億円　　　 〃
	40％
	
	２億円以下の金額
	40％

	－
	
	
	３億円　　　 〃
	45％

	３億円超の金額
	50％
	
	６億円　　　 〃
	50％

	－
	
	
	６億円超の金額
	55％



1.　未成年者控除　　　　　　　[image: image2.emf]　改正前　：　20歳に達するまでの1年につき6万円

　改正後　：　20歳に達するまでの1年につき10万円


2.　障害者控除　　　　　[image: image3.emf]　改正前　：　85歳に達するまでの1年につき6万円（特別障碍者は12万円）

　改正後　：　85歳に達するまでの1年につき10万円（特別障碍者は20万円）



　　　　　　　　　　　

1
1. 相続税とは
相続税とは、被相続人から相続により財産を取得した場合に、その財産を取得した人（相続人等）に課税される税金です。相続があった場合、10カ月以内に申告書を提出し、相続税を国に納付しなければなりません。相続税の納税義務は、相続財産の価格が基礎控除額(3,000万+法定相続人の数×600万円)を超える場合に発生します。

2. 相続税の過大納付

相続税は財産に課税されますので、地主や資産家が亡くなった場合には億単位の高額納税になるケースは珍しくありません。その相続税の申告はそのほとんどを税理士が行うことになりますが、誰がやっても同じというわけではなく、特に土地の評価には税法の他にも民法や不動産関連法規など専門的な知識が要求されるため、土地の評価が未熟だとその分相続税を払いすぎてしまいます。
土地の評価額は一般的には高額になることが多いため、納税者保護の観点から様々な減額規定が設けられていますが、土地の評価額を減額せずに申告を終えてしまうケースもとても多いのです。
　　　　　　　　　　　

1
相続を専門とする税理士が見直しをすると、申告の7～8割に相続税還付の可能性があり、一件当たりの還付額は平均1400万円とも言われています。税務署側は、過少評価の場合はすぐ税務調査にやってきますが、過大評価の場合は計算のやり直しを求めたり、返金をしてはくれません。払いすぎてしまった相続税は、土地の評価額を納税者自ら見直すことにより取り戻すことができます。


　
　土地評価の見直しは、評価単位を見直すことから始めます。1筆若しくはひとかたまりごとに1単位の土地として評価をしてしまいがちですが、相続税法における土地の評価は、原則として取得者が取得した宅地ごと、利用単位ごとに判定します。
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1. 路線価方式
路線価とは、路線（道路）に面する標準的な宅地1平方メートル当たりの価額のことをいい、路線価が定められている地域は路線価方式により評価します。路線価方式では、土地が道路とどのように接しているかによって奥行価格補正率、側方路線影響加算率、二方路線影響加算率などを加味し相続税評価額を計算します。

2. 倍率方式
路線価が定められていない地域は倍率方式により評価します。倍率方式では、その土地の固定資産税評価額に、国税庁が地区ごとに定めた一定の倍率を乗じて相続税評価額を計算します。

　
上記の算式は、あくまでも土地の標準的な評価方法です。土地の評価は、その土地の現況により様々な個別的な事情による減額がされます。場合によっては、標準的な評価額から半分程度まで減額されることもありますので、減額規定の適用漏れがないか入念に検討しなくてはなりません。
土地は千差万別であり、机上だけではその土地の現況を正確に把握することはできません。適正な土地の評価額を計算するためには現地調査が必須と言えるでしょう。

土地の減額規定として「小規模宅地等の特例」が一般的に最も知られていますが、今回はその規定の基礎となる土地の評価額自体が誤っている事例を紹介します。土地評価を見直すことで小規模宅地等の特例がある場合についても更なる減額が期待されます。

土地の形状や状態、道路との接し方などが周囲の土地に比べて個性的な土地は、使い勝手が悪く利用価値が下がるものと判断され、一定の要件を満たせば相続税評価額を減額することができます。
1. 形のいびつな土地(不整形地)
　土地はすべてがきれいな四角形ではなく一部が斜めになっている等、形が整っていない土地は少なくありません。そのようないびつな形の土地を「不整形地」といいます。同じ地積でも正方形や長方形などの整形地と比べると、使い勝手が悪く土地としての利用が難しくなるため、その分評価額が減額されます。減額割合は、土地の所在する地区区分、かげ地割合等により異なりますが0.6～0.99の一定の割合まで減額が可能です。



２．住宅地の中にある広い土地(広大地)
広大地に認定されると評価額が最大で65％まで減額されます。広大地に認定されるか否かによって適用税率が下がる可能性もあるほど、相続税の計算には大きな影響があります。
広大地とは、経済的に最も合理的であると認められる開発行為が、「戸建て分譲用地」であり、戸建て住宅の分譲を行った場合に開発道路等が必要な土地のことをいいます。下記要件を満たしていれば、既に自宅の敷地となっている土地についても減額が可能です。　
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戸建分譲用地が最も合理的か否かの解釈は一様ではないので、国税当局とのトラブルの原因となります。不動産鑑定士などの第三者に意見書を作成してもらうと良いでしょう。
３.　自分以外の人も使っている私道がある土地
（１）不特定多数の人が通行する私道の評価
私道のうち、不特定多数の者が通行する通り抜けできる私道は、公共性が認められていますので評価額は零となり、相続税額は発生しません。
　　　　　　　　　　　　[image: image6.png]



（２）特定の者が通行する私道の評価
私道のうち、特定の者が通行する私道はその私道を宅地として自用地評価した価額から70％減額することができます。特定の者が通行する私道とは、近隣の複数の家屋の住民が出入りする行き止まりの私道をいい、第三者の通行の用に供されている土地は自己の意思だけで処分することが困難であることが配慮され減額が認められています。通常、私道には路線価が付されていないため、所轄税務署に「特定路線価設定申出書」を提出し特定路線価を設定してもらい、その評価額を計算します。

４.　造成が必要な土地
住宅地にある畑や山林、駐車場などの土地は周囲の住宅用の土地に準じて評価額を計算しますが、そのままでは住宅用として利用できない場合には、宅地化するために発生する造成費相当額を減額することができます。控除することができる宅地造成費は。①整地費、②伐採・抜根費、③地盤改良費、④土盛費、⑤土止費の5種類です
　宅地造成費は実際の金額ではなく都道府県ごとに金額が定められた金額を控除します。これらの金額は国税庁のホームページで確認をすることが出来ます。過去に行った相続税申告に係る還付計算を行う場合には、現行の金額ではなく、相続開始年度に適用されるべき控除金額を使用します。
（１）凹凸のある土地
砂利敷きの土地を平坦にするための土盛りや整地費用は土地の評価額から控除することができます。


（２）道路より低い土地
　住宅地にある畑や山林を宅地として利用するために必要な土盛費、整地費、土止費は土地の評価額から控除することができます。

　　　　　　　　

５.　文化財が埋まっている土地
文化財が出土する可能性のある土地を埋蔵文化財包蔵地といい、埋蔵文化財包蔵地は将来発掘に必要と見込まれる費用の80％を土地の評価額から控除することができます。
この調査にかかる費用は、通常は地方自治体で負担してくれますが、所有者が負担しなければならない場合もあり、譲渡など行なう際の取引価格に影響を与えると考えられているから、その費用の減額が認められています。
埋蔵文化財包蔵地は地方自治体が公表しており、歴史のある古い街や有名な史跡だけではなく日本全国に約44万カ所と広く分布しています。

６.　敷地内に社や祠がある場合
個人の敷地内に社や祠がある場合、それらの構造物が「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ていない),庭内)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(しん),神)し」と認められたときは、その部分の土地は非課税になります。庭内神しとは不動尊、地蔵尊、道祖神、稲荷等のご神体を祀った社や祠で、特定の者または地域住民等の信仰の対象とされているものをいい、特定の者には、家族のみが日常礼拝をしている場合も含まれます。庭内神しに該当するかの判定は、建てた時の目的や経緯、相続当時の状況から総合的に判断します。
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７.　幅の狭い道路に面している土地（セットバック）
道路は建築基準法で幅4ｍ以上と定められていますが、それより狭い場合でも、いわゆる2項道路として認められているものもあります。2項道路は将来建物を建て替える際、道路の中心線から2ｍ後退した境界線まで敷地を後退させる必要があり、これをセットバックといいます。セットバック部分は将来道路敷きとして提供しなければならないことから、その利用価値が下がるものとして70％減額することができます。
　また、2項道路が角地に接している場合にはすみ切りが必要なため、セットバック部分と隅切り部分を計算して減額計算をします。




土地そのものには問題がない場合でも、周辺環境により一般的には好まれないとされる土地は、その評価額を減額することができます。

8.　利用価値が低下している土地として10％減額できる土地
　下記に掲げる土地は利用価値が低下していると認められた場合その評価額から10％減額することができます。ただし、利用価値の低下による減額が既に路線価又は倍率に考慮されて付されている場合には減額の対象とはなりませんので注意が必要です。
(1) 臭気のある土地
ゴミ処理場や養豚・養鶏場が近くにあることによりが臭気のある土地は、利用価値が著しく低下している土地として評価額を10％減額することができます。普段は気にならない臭気が風向きによって臭いが強くなる場合も評価減が認められます。
(2) 日当たりの悪い土地
周囲の建物の影響で日が当たらない土地は、利用価値が著しく低下している土地として評価額を10％減額することができます。
(3) 騒音のある土地

線路や空港が近いなどの理由から、日常的に騒音に悩まされるような土地は10％減額することができます。騒音に該当するか否かは下記に掲げる環境庁が定める騒音に係る環境基準により判断しますので、周囲の騒音レベルを計測する必要があります。　　
	地域
	基準値

	
	昼間
	夜間

	社会福祉施設などがあり静穏を要する地域
	50ｄB以下
	40ｄB以下

	主に住宅地
	55ｄB以下
	45ｄB以下

	住居と商業施設が混在する地域
	60ｄB以下
	50ｄB以下


(4) 墓地が近い土地等
墓地の近くにある土地は評価額を10％減額することができます。墓地以外にも、葬儀場や刑務所、過去に死亡事故があった土地も「忌み地」と呼ばれ一般的に敬遠されることから評価減の対象となります。
(5) 接している道路と高低差のある土地
接している道路と高低差がある著しい高低差がある土地は、利用価値が著しく低下している土地に該当しますので評価額を10％減額することができます。ここでいう高低差がある土地とは、車が入れないような高低差や階段を使わないと出入りができない土地をいいます。

「臭気+騒音」や「忌み地+騒音」など、複合的な要因により利用価値が低下していると認められる場合にはより大きな減額を税務当局に主張することもできます。
9.　高圧線が通っている土地
上空に高圧線が通っている土地は建物の建築制限がある等、利用に制約を受けるため、その制限されている面積に応じて評価額の減額をすることができます。
通常、高圧線はその土地の所有者と電力会社等の間で地役権設定契約をし、その旨を登記しますが、地役権登記がされていない土地もあります。公図からも読み取れませんので、現地で上空を見渡し確認をすることが必要です。
評価減の金額はその土地に家屋の建築ができるか否かにより以下のとおり計算します。
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１0.　地下鉄が通っている土地
地中を地下鉄が走っている場合、高圧線の場合と同様に建物の建築や利用に制限があるため、土地の評価額を減額することができます。鉄道会社はその土地の地下を利用する権利として、区分地上権を所有おり、地下鉄のトンネル所有を目的とした区分地上権がある場合には、土地の評価額から30％減額することができます。区分地上権は登記により確認することができます。

１1.　実際の土地の面積が登記簿より小さい場合
土地評価の際の地積は法務局から入手した登記簿を基に行いますが、登記簿に記載された面積が実際の面積とは異なる場合があります。相続税の評価においては、現況の地積により評価することができますので、代々相続している土地等、長い間測量を行っていない土地がある場合には測量を行い実際の地積を確認したほうが良いでしょう。
１2.　相続税評価額が売却価格より高い場合
財産基本通達に定められている土地の相続税評価額は、一般的に売買取引される金額よりも低くなるように設定されています。ところが、急激な地下の下落等により相続税評価額の方が高くなる場合があり、そのような場合には売却価格を評価額とすることができます。

[image: image10]


申告の見直しにより過大納付があった場合、納税者は一定の期間内に還付請求の手続きを行わなくてはなりません。還付請求の手続き方法は相続開始日により以下の通りです。
1．　相続開始日が平成23年2月1日以前（法定申告期限が平成23年12月1日以前）


2．　相続開始日が平成23年2月2日以後（法定申告期限が平成23年12月2日以後）
平成23年12月の改正により、「更正の請求」の期限は法定申告期限から5年以内に延長されました。従って、現在は5年10か月以内の相続であれば、更正の請求をする権利が納税者に認められています。5

年間       まで[image: image11.png][A: HWAEBADFTHLFR 23 F2 8 1 BHIUFE]]
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さかのぼって「更正の請求
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未成年者控除及び障害者控除の拡大











Ⅱ





相続税の減額











1





相続税の過大納付





2





相続税の見直し





Ⅲ





土地の評価方法
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評価単位





（1）被相続人が利用していた土地を長男が取得した場合


居住用、事業用を問わず、その全体を1画地の宅地とします。





（2）一部を他人に貸し、一部を被相続人が利用していた土地を長男が取得した場合


それぞれを1画地の宅地とします。





2





評価方法





路線価× 奥行価格補正率等 × 面積　 ＝　土地の評価額





固定資産税評価額　×　一定の倍率　＝　土地の評価額





Ⅳ











減額が認められる土地





1





土地そのものに強い個性があり減額できる土地





評価する不整形地の全域がすっぽり入る想定整形地（正面路線に対して平行な長方形）を作る。


かげ地割合部分の割合を計算する。10％を超えると評価減が認められるケースが多い。





かげ地割合　＝ 想定整形地の地積－不整形地の地積


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　想定整形地の地積





当初申告額　　　　3,550万円


見直し後の評価額


3,550万円×※0.82＝2,911万円


減少額


①－②＝639万円


≪還付額≫　191万円





広大地の認定条件


比べて著しく地積が大きい土地であること


（面積が1,000㎡（三大都市圏は500㎡以上））


自治体が別途開発基準を定めている場合にはその面積以上


戸建分譲用地として活用するのが最有効使用であること


開発するに当たり、道路等の公共的施設の負担を要すること








当初申告額　9,000万円


見直し後の評価額


9,000万円×※0.55＝4,950万円


※広大地補正率 ＝0.6－0.05 × 広大地の地積　＝　0.55


1,000m²





減少額　　　①－②＝4,050万円


≪還付額≫1,215万円








当初申告額　　　　600万円


見直し後の評価額


600万円 × 0.3　＝180万円


減少額　　　①－②＝420万円


≪還付額≫126万円





①　当初申告額     　　 3,000万円


②　見直し後の評価額 　 2,970万円


③　減少額　　　　　 ①－②＝30万円


 ≪還付額≫9万円








①　当初申告額　　　　　       2,500万円


②　見直し後の評価額　       2,200万円


③　減少額      ①－②＝     300万円


           ≪還付額≫90万円








①　当初申告額　　　      　  2,000万円


②　見直し後の評価額　     　1,600万円


③　減少額      ①－②＝     400万円


　  ≪還付額≫120万円








①　当初申告額　　　　　　　　  3,000万円


②　見直し後の評価額　　　　  2,900万円


③ 減少額     　①－②＝    100万円


≪還付額≫30万円








①　当初申告額　　　　 　　   3,500万円


②　見直し後の評価額　  　　3,377万円


③　減少額      ①－②＝   123万円


               ≪還付額≫37万円
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周辺環境により減額できる土地





① 　当初申告額　　　      　2,500万円


②　　見直し後の評価額　    2,250万円


③　　減少額      ①－②＝  250万円　　　　　≪還付額≫75万円





(1)  家屋の建築が認められてない場合


下記のいずれか高い方


評価額の50％


その土地の借地権割合





(2)  家屋の建築が認められている場合


評価額の30％





①　当初申告額　　　　　　　  　6,000万円


②　見直し後の評価額　 　 　　4,200万円


③　減少額      ①－②＝   1,800万円


≪還付額≫540万円








３
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その他減額が認められる場合





①　当初申告額(相続税評価額)　　　　　     5,000万円


②　見直し後の評価額（実際売却価格）    　4,500万円


③　減少額                   ①－②＝　　 500万円


　　　　　　　　　　　　　　　≪還付額≫150万円
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相続税還付の手続





1





相続開始5年10か月以内であれば還付の可能性が





更正の嘆願


この手続きは、税務署長に対し更正のお願いをする手続きです。嘆願書の内容の通りの更正処分や審査をしてもらえなかったとしても、不服を申立てることはできません。嘆願の手続きができるのは、法定申告期限から5年以内(＝更正の申出期間終了後2年以内)ですが、これは税務署側が嘆願の内容を審査し、処理を行える期間です。嘆願を行う場合には、期限の数か月前に嘆願書を提出する必要があります。





更正の申出


法定申告期限から１年が経過した場合には、法定申告期限から3年以内(＝更正の請求期間終了後2年以内)までは税務署長に対し更正の申出ができます。更正の請求ほど強い権限はなく、申出が却下されても不服を申し立てることはできませんが、還付を求める権利があります。この手続は、更正の申出書を税務署長に提出することにより行います。





更正の請求


この手続は、更正の請求書を税務署長に提出することにより行います。更正の請求書が提出されると、税務署がその内容の検討し、納め過ぎの税金がある等と認められた場合には、減額更正がされ、税金が還付されます。更正の請求ができる期間は法定申告期限から1年以内です。


もし、請求が却下されたとしても異議申し立てをすることができ、最終的には国税不服審判所に審査請求することも可能です。





2





還付までのスケジュール





土地評価の見直しによる


相続税還付の方法
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